
―

55

6708

東洋通信機株式会社

神奈川県高座郡寒川町小谷二丁目1番1号

常務取締役

角矢  洋 03-5462-9790        

平成 年 月期 中間決算短信

上場会社名

コード番号

本社所在地

問合せ先 責任者役職名

氏        名 ＴＥＬ 
中間決算取締役会開催日

年 月中間期の業績 ( 平成

平成 年

39,659 18.7

33,408 △11.2

2,776

△1,352

2,788

△1,271

2,272

△1,291

56,244,776

56,244,776

84,808

76,265

31,583

37,753
37.2

49.5

5,421

(1)経営成績

1 . )

11年9月中間期

10年9月中間期

売上高 (対前年中間期増減率)

百万円 ％

( )

( )

営業利益

百万円 ％

( )

( )

経常利益

百万円 ％

( )

( )

11年9月中間期
10年9月中間期

中間(当期)純利益

百万円 ％

( )

( )

1株当たり
中間(当期)純利益

1.期中平均株式数
株

株

(3)財政状態

11年9月中間期

10年9月中間期

総  資  産

百万円

株主資本

百万円

株主資本比率

％

1株当たり株主資本

2.中間期末の有価証券の評価損益 百万円

2.会計処理の方法の変更

売  上  高

年 月期の業績予想2 .

(参考)1株当たり予想当期純利益 円 銭

1 2 3

11 9

12 3

月 日11 10 28

平成 年 月 日11 10 28

年 月11 4 1 日～平成 年 月 日11 9 30

40 40

△22 97

561 54

671 23

( ～ )平成 年 月 日11 4 1 平成 年 月 日12 3 31

00

―

―

―

―

―
―

有 無

中間配当支払開始日 平成 年 月 日

中間配当制度の有無 有 無

11年9月中間期
10年9月中間期

(2)配当状況

11年9月中間期

10年9月中間期

1株当たり
中間配当金

0 00

0 00

(注)

特別配当

0 00

0 00

11年9月中間期配当金の内訳

56,244,776 株

株

3.中間期末のデリバティブ取引の評価損益 百万円

1株当たり年間配当金

期     末

0077,000
百万円

経常利益

4,000
百万円

00

当期純利益

1,800
百万円

56,244,776

70,927 △3,019 △2,98511年3月期

(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

(対前年中間期増減率)

△9,73311年3月期 △173 06

会計処理基準

中間財務諸表作成基準

中間財務諸表作成基準

(注)

56,244,776 株11年3月期

円 銭0 00

1株当たり
年間配当金

11年3月期

記念配当

79,681 29,311 36.811年3月期 521 14

1.期末発行済株式数

11年9月中間期

10年9月中間期

(注)

11年3月期 株56,244,776

12年3月期

上場取引所 東 大 名 1部 2部 外国部 京 広 福 新 札

32

円 銭

円 銭 円 銭

円 銭

円 銭 円 銭



－１－

　添付資料
経 営 方 針

（１）会社の経営の基本方針

  当社は「コミュニケーション＆ネットワーキングを通じてお客様の喜びを創り出すこと」を経営理念

としております。

  この理念実現にむかって、「スピード経営の実践」「技術開発力の強化」「グローバルマーケットの

開拓」を行い、同時に社員ひとりひとりが行動の主体となれる企業風土の革新を推進するとともに、地

球環境を守り、適正な利益を得て、社会と株主に還元することを基本方針とした経営を進めてまいりま

す。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

  当社は継続した経営の改善と効率化推進により、適正利潤の確保に努め、株主への安定した利益還元

の維持に最大限の努力をしております。これに加えて、研究開発活動や製造設備の更新、増強の資金需

要に備えて内部留保にも努めてゆくことを基本としています。

  当期につきましては、経営改善の諸施策を強力に実行し業績の回復に努め、前期からの繰越損失を一

掃し、復配する所存です。

（３）中長期的な会社の経営戦略と課題

  当社の事業分野は、大きくデバイス（水晶事業）と装置（有線・無線通信、メカトロニクス事業）と

に分かれており、いずれも今後とも市場の拡大が見込まれる情報通信分野にあります。

  この市場で当社が成長を続けていくためには、リソースを競争力のある事業へ集中投資すること、ま

た経営体質の強化を図ることが必須と考えております。

具体的には、次の事業に重点を置いた経営を推進してまいります。

（ａ）水晶事業では、技術開発を進め、生産力増強を行うとともに、生産性の向上を図り、お客様の需

要動向に対応していきます。

（ｂ）通信事業では、既に発表した米ＮＥＴ社との戦略的パートナーシップの締結に基づきＡＴＭネッ

トワーク関連機器の開発を一層強化するとともに、ＩＰネットワーク関連機器の開発にも注力し、

グローバルな展開も視野においたビジネスを推進します。

（ｃ）メカトロニクス事業では、貨幣・紙幣処理技術の高度化を進めるとともに、ソフトウェア技術や

システム対応力を強化することで、ソリューション型ビジネスを展開します。

  また、業務の見直しや合理化、人員の適正化を通じてコスト削減を進め、最適なコスト構造にむけて

費用構造改革を推進します。

（４）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

  企業活動を行う上での倫理基準を定めた「トヨコム行動規範」を制定するとともに、内部監査機能の

強化と業務監査を通じ経営の効率化を図るため経営監査部を新設するなど社内体制の整備を進め、より

一層の企業倫理と遵法の徹底に取り組んでおります。
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経 営 成 績

（１） 当中間期の概況

   当上半期におけるわが国経済は、政策効果の浸透などにより住宅投資および個人消費に明るい兆しが

見られたものの、設備投資の低迷がなお続くなど、本格的な景気回復には至らぬまま推移しました。

   当社の属するエレクトロニクス業界は、パソコンおよび携帯電話が関連機器を含め伸長しましたが、

円高の進行や電子デバイスに販価が下落しているものも見られるなど、予断を許さぬ事業環境となりま

した。

   当社はこのような状況のもとで、伝送情報機器部門における各通信事業者への拡販、水晶機器部門に

おける生産能力増強および人件費を含めた費用構造改革など本年 3 月に発表した経営改革施策を強力に

推進してまいりました。

   その結果、通信関連設備および水晶機器の好調により売上高は、３９６億５千９百万円（前年同期比

１８．７％増）、経常利益 ２７億８千８百万円、中間純利益２２億７千２百万円を計上することができ

ました。

   しかしながら、中間配当につきましては、前期よりの繰越損失を解消するに至っておりませんので、

株主のみなさまには申し訳なく存じますが、見送らせていただきました。

 （部門別の概況）

 伝送情報機器

   売上高は、１６０億５千５百万円と前年同期に比べて３６.３％増加しました。

   これは、通信事業者向け各種専用線サービスを統合する光デジタル伝送装置が市場の急速な伸長によ

り大幅に増加したことに加え、切符販売機および紙幣払出装置が堅調に推移したためです。

 

 無線機器

   売上高は、２２億７千８百万円と前年同期に比べて３７．１％減少しました。

   これは、業務用無線のデジタルナロー化に対応した無線通信装置など、ポケットベルに替わる主力商

品の開発に注力しておりますが、市場低迷の影響などもあり、残念ながら減少したためです。

 

 水晶機器

   売上高は、２０８億３百万円と前年同期に比べて１９．０％増加しました。

   これは、市場価格の下落は依然継続しているものの、内外の携帯電話機メーカー向け発振器、振動子、

ＳＡＷフィルタおよびＨＣＭフィルタが好調に推移したことに加え、光デバイスも堅調に推移したため

です。

 

 その他

   不動産賃貸による売上高は、５億２千１百万円と前年同期並みとなりました。
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（２）通期の見通し

  今後の見通しにつきましては、民需主導の本格的な回復へ向け、景気は正念場を迎えるなか、当業界

におきましては、パソコンおよび携帯電話をはじめとする情報通信機器の好調は明るい材料ながら、通

信事業者関連設備の投資動向については先行き不透明であるなど、なお楽観できない事業環境が続くも

のと思われます。

  当社といたしましては、引き続き経営資源の効率的な配分を通じ経営基盤の強化を図り、新商品開発、

新市場開拓および生産性向上に注力するとともに、費用構造改革推進による経費節減に鋭意努力し業績

の向上を図ってまいります。

  平成１２年３月期の業績見通しにつきましては、売上高７７０億円、 経常利益４０億円、当期純利益

１８億円を予想しております。

  売上面におきましては、無線機器部門は、厳しい市場環境ながら、上半期の伝送情報機器部門におけ

る通信機器の好調と、水晶機器部門が年度を通じ海外市場を中心に好調を持続するものと思われます。

  利益面におきましても、売上増、水晶機器部門の好調を反映して拡大する見込みです。

  部門別の通期売上予想は、伝送情報機器２７４億円、無線機器４６億円、水晶機器４４０億円  、

その他 １０億円を予想しております。

  また、期末配当金につきましては、５円を予定しております。
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「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ西暦  2 0 0 0 年問題」への対応状況等について

(1) 対応状況等

 a. 取組み方針

  ｢ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ西暦 2000年問題｣に適切に対応することは、ﾄﾖｺﾑ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの社会的責務であり、この問題

により発生する被害を防止し、事業継続に障害を与えないことが、株主、取引先をはじめとする当社

に係わる全てのみなさまへの義務であるとの認識に基き、ﾄﾖｺﾑ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの全組織を挙げて対応に取組

んでおります。

 b. 取組み体制

  1998年 12月、代表取締役社長を最終責任者に、担当役員をﾘｰﾀﾞｰとする｢ﾄﾖｺﾑ西暦 2000年問題対応ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ」を発足、当社の事業部門、営業部門、ｽﾀｯﾌ部門および関連会社の社長、部門長をﾒﾝﾊﾞｰとして、

従前より実施していた個別の対応をこのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにて一括管理する体制としました。 なお、本ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄのﾘｰﾀﾞｰはこの２月以降 3 ヶ月毎に業務監査会議において経営幹部への進捗状況報告を行っており

ます。

 c. 対応の進捗状況

  対応は、既に立案した対応計画に基き、(ｉ)情報ｼｽﾃﾑ、(ii)商品、(iii)開発設計設備、(iv)製造設

備および(v)ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑを含む建造物等の5 ｶﾃｺﾞﾘにつき、基本的に日本電子工業振興協会(JEIDA)の対

応ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(1998 年 10 月 15 日)に準拠して、西暦 2000 年問題の有無調査、必要な改修等の処置およ

び改修後のﾃｽﾄを実施中であり、これらの9月末日における進捗状況は以下の通りです。

  (ｉ)情報ｼｽﾃﾑ  全社ｼｽﾃﾑ…100％、   部門独自ｼｽﾃﾑ…92％   (ii)商品…94％

  (iii)開発設計設備…94％   (iv)製造設備…100％(海外 2工場含む)

  (v)ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑを含む建造物等…100％(地方営業拠点賃貸ﾋﾞﾙ 7棟および海外現地法人入居の6賃貸

                                     ビルを含む)

  注：上記の数字は、改修、ﾃｽﾄ等の処置完了ｱｲﾃﾑ数/要処置ｱｲﾃﾑ数であり、9月末日までに、特別の事

情あるものを除いた全ての処置が完了しております。100％に至っていないｶﾃｺﾞﾘも１１月末に

は100％完了の予定です。さらに年末までに見落としや処置の不完全を零とすべく、繰り返しﾁ

ｪｯｸを計画しております。

(2) 対応のための支出金額等

    対応に要する費用は僅少であり、ﾄﾖｺﾑ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの経営に重大な影響を及ぼすことはないと考えます。
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(3) 危機管理計画等

 a. ﾘｽｸの想定と危機管理計画の策定

  (ｉ)社内ｼｽﾃﾑ(上記(1)Ｃ．対応の進捗状況の5 ｶﾃｺﾞﾘ)自体、(ii)社外(部品調達、金融関連のｼｽﾃﾑ、

取引先のEDI の不調による混乱等）からの影響および(iii)社会ｲﾝﾌﾗ(電力、水の供給不調、通信網の

混乱等)からの影響の 3 種を想定し、ﾄﾖｺﾑ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの各事業部門、営業部門、スタッフ部門および関連

会社毎に作成済です。

 b. 危機管理の基本方針

  計画策定においては人命への被害を起こさないことを最優先に、顧客への被害・損失、周辺社会へ

の被害・損失、ﾄﾖｺﾑ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの蒙る被害・損失を極小化するべく考慮し、不測の事態に対処するﾏﾆｭｱﾙ

の整備、責任者・対処要員の指名、責任者と対処要員間の複数の通信手段の明確化およびあらゆる記

録を残す文書化を徹底しております。

 ｃ. 危機管理計画の内容

  不測の事態が発生した際には、上記b.の基本方針に沿って所要の処置を実施する為の計画の他、個

別の考慮事項として、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰの停止やﾃﾞｰﾀ破壊、消滅に備えること、一社購買品の備蓄或は第２ｿｰ

ｽの開拓、停電、交通麻痺に備えた前倒し生産、出荷、ﾘｽｸ･ﾌｧｲﾅﾝｽ等々を検討し、必要と判断された場

合は予め計画に組入れます。

 d. 緊急対策本部の設置等

  上記ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの事務局は、ﾄﾗﾌﾞﾙ発生の予測される幾つかの日時に緊急対策本部を構成する方針であり、

この７月２４日に第1回の連絡網の動作確認と関係者の訓練の為の予行演習を実行いたしました。 さら

に、第二回目の予行演習を１１月下旬に予定しています。また、ﾄﾗﾌﾞﾙ発生の最大の山と考えられる 1999

年から2000年当初には所要の対処要員は出社待機、経営幹部は原則的に自宅待機の予定です。
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（１）比 較 貸 借 対 照 表
（単位　百万円：未満切捨）

資　　産　　の　　部
当 中 間 期

（11年９月30

日）

前　　　期

（11年３月31

日）

前年中間期

（10年９月30

日）

対前期末比較

増減(△印減)

流　　動　　資　　産 ５８，３９８ ５３，２５４ ４９，５５５ ５，１４４

現 金 ・ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

材 料 ・ 貯 蔵 品

仕 掛 品 ・ 半 製 品

短 期 貸 付 金

未 収 消 費 税

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

２１，６６４

２，６８４

２０，４６９

２９４

１，０４５

２，６８４

８，４４２

－

３７

６５３

５３３

△　　　１１０

１８，４４５

２，０４６

２０，６２２

４４９

１，１７５

２，２７３

７，５９０

４０

－

４２２

３３０

△　　　１４１

１２，８６０

３，３２１

１７，１６９

５４９

１，４８４

２，４９９

１０，９１７

５０

－

３４４

４８５

△　　　１２７

３，２１８

６３７

△　　　１５２

△　　　１５５

△　　　１２９

４１０

８５２

△　　　　４０

３７

２３１

２０３

３１

固　　定　　資　　産 ２６，４０９ ２６，４２７ ２６，７０９ △　　　　１７

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 装 置

車 両 ・ 運 搬 具

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

１９，３７１

８，６７８

７，２５７

１

１，４３１

１，０４４

９５８

６３７

５７

５７９

６，４００

４，０５１

６１４

１，７４２

△　　　　　７

１９，３２１

８，９１９

７，２４３

２

１，４８６

１，０４４

６２５

５９

５９

－

７，０４６

３，８４６

６１４

２，５９４

△　　　　　８

１９，６６２

９，２９５

７，０６４

２

１，５８３

１，０３６

６７８

６１

６１

－

６，９８４

３，８４５

６１４

２，５５９

△　　　　３４

５０

△　　　２４１

１３

△　　　　　０

△　　　　５４

－

３３３

５７７

△　　　　　２

５７９

△　　　６４５

２０４

０

△　　　８５２

１

資　　産　　合　　計 ８４，８０８ ７９，６８１ ７６，２６５ ５，１２６



－７－

（１）比 較 貸 借 対 照 表
（単位　百万円：未満切捨）

負 債 ・ 資 本 の 部
当 中 間 期

（11年９月30

日）

前　　　期

（11年３月31

日）

前年中間期

（10年９月30

日）

対前期末比較

増減(△印減)

流　　動　　負　　債 ３０，５５３ ２６，６２５ ２１，６０７ ３，９２８

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 税 等

未 払 消 費 税

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

損 害 賠 償 金 引 当 金

設 備 支 払 手 形

そ の 他 の 流 動 負 債

１２，６８５

６，３００

１，６４５

６６９

１４

－

－

２，４５７

９７

２１５

４，１３０

２，１８０

１５７

９，７２３

６，０２２

９４５

９８７

１４

－

５３

２，４８１

５４

２４３

４，０２８

１，９０７

１６４

９，７５４

５，０７０

１，３５７

５６１

１５

６

２３

２，９８８

９３

２０８

－

１，３７７

１５２

２，９６１

２７７

７００

△　　　３１７

－

－

△　　　　５３

△　　　　２４

４３

△　　　　２７

１０２

２７２

△　　　　　７

固　　定　　負　　債 ２２，６７０ ２３，７４５ １６，９０４ △　１，０７４

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 敷 金 ・ 保 証 金

１２，９９５

６，３００

２，７９５

２０３

３７７

１２，９９５

７，０００

３，０１３

２０７

５２９

１２，９９５

２９

３，１６０

１９０

５２９

－

△　　　７００

△　　　２１８

△　　　　　３

△　　　１５２

負 債 合 計 ５３，２２４ ５０，３７０ ３８，５１１ ２，８５４

資 本 金 ９，５５９ ９，５５９ ９，５５９ －

法 定 準 備 金 １０，４６９ １０，４６９ １０，４６９ －

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

９，５４９

９２０

９，５４９

９２０

９，５４９

９２０

－

－

そ の 他 の 剰 余 金 １１，５５４ ９，２８２ １７，７２４ ２，２７２

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 利 益 ）

５

１５，２６０

△　３，７１０

(　　２，２７２)

１２

１５，２６０

△　５，９９０

(△　９，７３３)

１２

１５，２６０

２，４５１

(△　１，２９１)

△　　　　　７

－

２，２８０

(　１２，００６)

資 本 合 計 ３１，５８３ ２９，３１１ ３７，７５３ ２，２７２

負 債 ・ 資 本 合 計 ８４，８０８ ７９，６８１ ７６，２６５ ５，１２６

（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間期）　　　　　（前　　期）　　　　（前年中間期）

１．有形固定資産の減価償却累計額 40,549百万円 41,687百万円 39,868百万円

２．保 証 債 務 500百万円 500百万円 500百万円

３． 自 己 株 式 数 お よ び 1,026株  598株 575株
 その貸借対照表中の価額 1百万円 0百万円 0百万円

　４．発行済株式数の増加(転換社債の転換)

　　　　　発 行 株 式 数 － 株 － 株 － 株

　　　　　１ 株 の 発 行 価 格 － 円 － 円 － 円

　　　　　１ 株 の 資 本 組 入 額 － 円 － 円 － 円



－８－

（２）比 較 損 益 計 算 書
（単位　百万円：未満切捨）

期　別

当　中　間　期

自平成 11 年 4 月 1 日

至平成 11 年９月 30 日

前 年 中 間 期

自平成 10 年４月 1 日

至平成 10 年９月 30 日

前　　　　　期

自平成 10 年 4 月 1 日

至平成 11 年３月 31 日

前年同期比増減

（△印減）

金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　　額 増減率％

営 業 収 益 39,659 100.0% 33,408 100.0% 70,927 100.0% 6,250 18.7

　売　　　上　　　高 39,659 33,408 70,927 6,250

営 業 費 用 36,882 93.0 34,760 104.0 73,946 104.3 2,122

　売 上 原 価 30,896 77.9 28,506 85.3 61,837 87.2 2,390

　販売費・一般管理費 5,985 15.1 6,253 18.7 12,109 17.1 △   267

営 業 利 益 2,776 7.0 △ 1,352 △ 4.0 △ 3,019 △ 4.3 4,128 －

営　業　外　収　益 534 1.3 652 1.9 820 1.2 △   117

　受取利息・配当金 53 290 342 △   237

　雑　　　収　　　入 481 361 477 119

営　業　外　費　用 522 1.3 571 1.7 787 1.1 △    49

　支払利息・割引料 189 114 235 74

　雑　　　損　　　失 332 456 551 △   124

経 常 利 益 2,788 7.0 △ 1,271 △ 3.8 △ 2,985 △ 4.2 4,059 －

特 別 利 益 33 0.1 36 0.1 129 0.2 △     3

　　　貸倒引当金戻入益 32 36 20 △     3

　　　固 定 資 産 売 却 益 0 － 54 0

　　　投資有価証券売却益 － － 29 －

　　　会 員 権 売 却 益 － － 24 －

特 別 損 失 534 1.3 42 0.1 6,847 9.7 492

　　　固定資産売却除却損 432 42 57 390

　　　損　害　賠　償　金 102 － 6,193 102

　　　特　別　退　職　金 － － 373 －

　　　投資有価証券譲渡損 － － 199 －

　　　投資有価証券評価損 － － 23 －

税 引 前 当 期 利 益 2,287 5.8 △ 1,276 △ 3.8 △ 9,703 △13.7 3,564 －

法 人 税 及 び 住 民 税 － － 15 0.1 － － △    15

法人税、住民税及び事業税 14 0.1 － － 29 0.0 14

当 期 利 益 2,272 5.7 △ 1,291 △ 3.9 △ 9,733 △13.7 3,564 －

前 期 繰 越 利 益 △ 5,982 3,743 3,743 △ 9,725

中 間 配 当 額 － － － －

利 益 準 備 金 積 立 額 － － － －

当 期 未 処 分 利 益 △ 3,710 2,451 △ 5,990 △ 6,161

科　目

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

特
　
別
　
損
　
益
　
の
　
部



－９－

○　中間財務諸表作成の基本となる事項

　１．事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則及び手続と異なる会計処理の基準

　　(1) 減価償却費の計上基準

　　　　　減価償却費は、期首から保有する資産については年間減価償却見積額の２分の１、期中取得

　　　　分については経過月数分を計上している。

　　(2) 退職給与引当金繰入額の計上基準

　　　　　退職給与引当金繰入額は、年間繰入見積額（自己都合期末要支給額40／100）の２分の１を

　　　　計上している。

　　(3) 役員退職慰労引当金繰入額の計上基準

　　　　　役員退職慰労引当金繰入額は、役員の退職慰労金に関する内規に基づく年間繰入見積額の２

　　　　分の１を計上している。

　　(4) 諸税の計上基準

　　　　　ア．法人税及び住民税

　　　　　　　中間会計期間を一事業年度とみなして計上した課税所得に基づく税額を計上している。

　　　　　イ．事業税

　　　　　　　同　　上

　　　　　ウ．事業所税

　　　　　　　年間発生見積額の２分の１を計上している。

　２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製品・半製品・仕掛品　…　個別法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、水晶製品・半製品・仕掛品については総平均法による原価

　　　　　　　　　　　　　　　　法を採用している。

　　　原 材 料 ・ 貯 蔵 品　…　移動平均法による原価法

　３．棚卸資産以外の資産について原価基準以外の基準を採用している場合の評価基準

　　　取引所の相場のある有価証券……　移動平均法による低価法

　　　　　　　　　　　　　　　なお、上場有価証券の低価法の適用に当っては、洗替え方式を採用し

　　　　　　　　　　　　　　ている。

　４．有形固定資産の減価償却の方法

　法人税法の規定による方法と同一の基準による定率法

ただし、水晶製品製造設備については、合理的な見積りによる会社所定

の耐用年数（法人税法に規定する耐用年数の６０％相当に短縮）を採用

している。

　又、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、法人税法に定める定額法を採用している。

　５．リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理について

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。



－１０－

（３）機 種 別 売 上 高
（単位　百万円：未満切捨）

当 中 間 期

（11/4 ～ 11/9）

前年中間期

（10/4 ～ 10/9）

前　　　期

（10/4 ～ 11/3）

前年同期比増減

（△印減）

期　別

機種別 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　　額 増減率％

伝 送 情 報 機 器 16,055 40.5 11,781 35.3 25,095 35.4 4,274 36.3

無 線 機 器 2,278 5.7 3,624 10.9 7,801 11.0 △1,346 △37.1

水 晶 機 器 20,803 52.5 17,480 52.3 36,987 52.1 3,323 19.0

そ の 他 521 1.3 521 1.5 1,043 1.5 △    0 －

合　　　計 39,659 100% 33,408 100% 70,927 100% 6,250 18.7

（うち輸出高） (13,810) (34.8) (10,915) (32.7) (23,450) (33.1) ( 2,894) (26.5)

（４）機 種 別 受 注 高
（単位　百万円：未満切捨）

当 中 間 期

（11/4 ～ 11/9）

前年中間期

（10/4 ～ 10/9）

前　　　期

（10/4 ～ 11/3）

前年同期比増減

（△印減）

期　別

機種別 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　　額 増減率％

伝 送 情 報 機 器 16,046 39.1 11,415 34.4 25,262 36.5 4,631 40.6

無 線 機 器 3,123 7.6 3,514 10.6 5,487 7.9 △  391 △11.1

水 晶 機 器 21,304 52.0 17,760 53.5 37,412 54.1 3,544 20.0

そ の 他 521 1.3 521 1.5 1,043 1.5 △    0 －

合　　　計 40,995 100% 33,212 100% 69,205 100% 7,783 23.4

（うち輸出高） (14,126) (34.5) (11,002) (33.1) (23,253) (33.6) ( 3,123) (28.4)

受 注 残 高 13,426 13,615 12,089 △  188 △ 1.4



－１１－

（５）有価証券の時価等
（単位　百万円：未満切捨）

当 中 間 期

（11年９月30日現在）

前年中間期

（10年９月30日現在）

前　　　　期

（11年３月31日現在）
種　　　　　類

貸　借

対照表

計上額

時　価

評　価

損　益

貸　借

対照表

計上額

時　価

評　価

損　益

貸　借

対照表

計上額

時　価

評　価

損　益

流動資産に属するもの

　　株　　　　　式

　　債　　　　　券

　　そ　　の　　他

5

－

－

5

－

－

0

－

－

4

20

－

4

21

－

△   0

0

－

5

－

－

5

－

－

△   0

－

－

　　小　　　　　計 5 5 0 24 25 0 5 5 △   0

固定資産に属するもの

　　株　　　　　式

　　債　　　　　券

　　そ　　の　　他

2,000
(  137)

－

－

7,421
(1,944)

－

－

5,421
(1,806)

－

－

1,871
(  137)

－

－

4,552
(  802)

－

－

2,681
(664)

－

－

1,876
(  137)

－

－

6,507
(1,291)

－

－

4,631
(1,153)

－

－

　　小　　　　　計 2,000
(  137)

7,421
(1,944)

5,421
(1,806)

1,871
(  137)

4,552
(  802)

2,681
(  664)

1,876
(  137)

6,507
(1,291)

4,631
(1,153)

　　合　　　　　計 2,005
(  137)

7,427
(1,944)

5,421
(1,806)

1,896
(  137)

4,578
(  802)

2,682
(  664)

1,881
(  137)

6,513
(1,291)

4,631
(1,153)

注１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　(1) 上 場 有 価 証 券　：　（前年中間期及び前期）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主に東京証券取引所の最終価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、上場国債等については、日本証券業協会が公
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表する基準気配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間期）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主に東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公表する売買価格等

　　(2) 店　頭　売　買　有　価　証　券　：　日本証券業協会が公表する売買価格等

　　(3) 気 配 等 を 有 す る 有 価 証 券　：　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配等
　　　（上場、店頭売買有価証券を除く。）

　　(4) 非上場の証券投資信託の受益証券　：　基準価格

　　(5) 上 記 以 外 の 債 券　：　日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の
　　　（時価の算定が困難なものを除く。）　　利回り、残存償還期間等を勘案して算定した価格等

注２．流動資産の株式には、自己株式を含んでおります。
　　　なお、評価損益は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 中 間 期　　　前年中間期　　　前　　　期
－ 百万円 △ 0百万円 － 百万円

注３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 中 間 期　　　前年中間期　　　前　　　期
　　【流動資産】　貸付信託の受益証券 250百万円 300百万円 300百万円
　　　　　　　　　割　引　金　融　債 － 百万円 164百万円 94百万円
　　　　　　　　　残存償還期間が１年
　　　　　　　　　以内の非上場の内国債券
　　　　　　　　　クローズド期間内の
　　　　　　　　　証券投資信託の受益証券

　　【固定資産】　非　上　場　株　式 2,051百万円 1,973百万円 1,969百万円
　　　　　　　　　（店頭売買株式を除く） （1,739百万円）（1,673百万円） （1,673百万円）

注４．（　）内は関係会社に係るもので内書であります。

20百万円

20百万円

40百万円

20百万円

30百万円

20百万円



－１２－

（６）デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　　該当事項はありません。
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